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は　じ　め　に

ドイツにおける職業教育･訓練の歴史研究は,一般･普通教育史研究の隆盛に比べると非常に遅

れているが,なかでもナチス期(1933-1945)のそれの研究は近年始まったばかりである｡この分

野に詳しいキップも｢20世紀の職業教育史記述において,ナチス時代の欠落が最も大きい｣1)と述

べている｡また,後にふれるヴオルジングも,その研究の序で｢第三帝国における職業訓練の研究は,

これまでほんの初歩的な段階にしか至っていない｣2)と先行研究を総括している｡それゆえ当然の

事ながら,わが国においてもこのテーマはほとんど研究されていない｡

その理由はいくつか考えられようが,その最大のものは,ナチスのその余りにもファナティック

でイデオロギシュなイメージから,他の諸分野と同様,職業教育･訓練もナチズム一色に塗りつぶ

され,職業教育･訓練の独自の発展は期待できず,また,後世の参考とすべきものは何もない停滞

の時期であろうとする見解である｡この見解によれば,職業教育･訓練史においてナチス期は空自

であり,ワイマール期までの発展の中断であり,ナチス期はあくまで突出した異常な時代である｡

こうした見方をここでは便宜上,ナチス特殊論と名付けておく｡

この見解,あるいは一種のタブーが戦後長さにわたって,ドイツの職業教育･訓練史研究,職業

一経済教育学において支配的であったのには,一般的な戦後の政治･思想状況の他に,職業一経済

教育学に固有の理由があった｡

それは, 70年代から始まった,それまでの伝統的な職業一経済教育学-の批判の高まりの中で明

らかになっていった｡戦後の職業一経済教育学の代表的な理論家,例えばアブラハム(K. Abraham),

シュリーパー(F. Schlieper),モンスハイマ- (0. Monsheimer)などが,批判的職業一経済教育学

に属する戟後世代の研究者によって批判された｡本稿のテーマとの関係に限れば,その批判は,彼

らの理論枠組の骨格をなす基本的概念である職業,共同体などの有機体的把握がナチス期の理論家

フェルト(Feld,F),アルンホルト(Arnhold)などと同一であること,また,彼らの戦時中の言動

がナチスに協力的,場合によっては当事者であった点などである｡批判者の一人であるゾイベルト

(Seubert)は,次の様に述べる｡ ｢まさに,職業教育学は,その第三帝国における学問的発展とそ

の担い手についての解明を,みずからに命ずべきあらゆる理由をもっている｡私の知る限り,連邦

共和国の第1段階で,ヒットラー体制と多かれ少なかれ一体化しなかった,あるいはそれに自らの

学問上の出世を負わなかった職業教育学者はいない｡｣3)

こうした批判は,同時に戟後の職業教育･訓練史の再評価に至った｡即ち,それまでの戦後の

(西)ドイツの職業教育･訓練は,ナチス時代とは全く異なる｢新生｣であり,中断していたワイ

マール期の継続発展であるという認識への疑問,再検討の必要性が認識された｡結論から言うと,

職業教育･訓練の分野に関するかぎり,ナチス期と戟後ドイツ連邦共和国の間には断絶よりは継続

をみるべきだという見解が有力になってきた｡その結果ゲオルクやクンツェのように｢職業訓練の

領域にとっては, 1945年という年を『新生』の年と特徴づけることはほとんど不可能である｡｣4)
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という認識が広がってきた｡さらには,ワイマール期とナチス期の間にも同様の関係が見られるよ

うになった｡否,後に明らかにするように,むしろナチス期は職業教育･訓練の発展にとって,刺

度面では画期的な飛躍の時期に当たっている｡従来,この点が余りにも軽視されてきたと言えよう｡

当初は,イデオロギー的な色彩の濃かった批判的職業一経済教育学が切り開いた新たな歴史認識

の上に立って, 70年代後半からナチス期の実証的な研究が進んだ｡その代表的な研究が,ヴオルジ

ング(Wolsing, Th)の『第三帝国における職業訓練の研究』である｡

以下,本稿では主としてこの研究に依拠してナチス期の職業教育･訓練の実相を明らかにするこ

とを目的とする｡筆者はこれまで, 1870年代から1920年代までの職業教育･訓練の発展を,工業徒

弟制の生成を基軸として見てきた｡5)本研究は,これをさらに発展させ,世紀転換期からワイマー

ル期を経てナチス期に至る時期を,ナチス期で分断せず,工業徒弟制の一連の完成過程として捉え

直す試みでもある｡

1.ナチス期の職業教育･訓練の分析の視座

ヴオルジングは問題を以下のように設定する｡ 1. ｢第三帝国の権力者は,その目標実現のために,

独自のナチスに典型的な訓練制度を作ったのか｡あるいは,彼等は,かつての体系の内部でその計

画を実現するのに成功したのか｡｣ 2. ｢第三帝国においては,職業訓練における専門訓練とイデオ

ロギー教育はどのような位置を占めていたのか｡特殊専門的な訓練は,世界観上の感化のためにな

おざりにされたのか｡あるいはナチス主義者は現実の要請(Sachzwang)に従い,専門上の訓練の

優位を認めねばならなかったのか｡｣そして最後に, 3. ｢どのように,それまでの職業訓練の担い

手は反応したのか｡彼等はナチスの影響を受け入れたのか,彼等はナチス党員に協力したのか,あ

るいは自分たちの指導要求や主張を貫いて政府と党との協働を拒否したのか｡｣6)の3つである｡

1の問題設定は,上で指摘したナチス特殊論を検討し,ワイマール期との連続か断絶かを明らか

にする為のものである｡

2は1をより具体的に分析するための問題設定である｡一般に,職業教育･訓練には,技術的･

専門的な教育･訓練(クオリフイケ-ションーQualifizierung)と,社会化(Sozialisierung)という両

側面が含まれる｡特に,職業教育･訓練が青年期に行われ,労働の場を直接的な背景としていると

いう事情から,社会化の側面は他の教育に比べ格段に重視される｡前者には,よりザッハリッヒな

ニュアンスを持つBerufsausbildungという言葉が,後者には倫理的,価値的な色彩の濃いBerufser-

ziehungという言葉があてられることが多い｡この両側面の関係が時々の職業教育･訓練の特徴を

示す有力な指標となる｡ナチス期には社会化の側面は,ナチスイデオロギーに強く影響を受けて強

化され,社会化という用語よりも,むしろインドクトリネーションという方が適切だと思われるが,

それがクオリフイケ-ションとどのような関係に立つのか,この期の分析の有力な鍵となる｡ヴオ

ルジングもこの点に注目している｡
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予想される,むき出しのナチスによるインドクトリネーションは,戦争遂行上不可欠の生産性向

上を担保する職業教育･訓練の合理性への要求とどのような乳蝶･矛盾を生んだのか｡もし前者の

優位性を見るならば,ナチス特殊論に傾くことになる｡後者の優位を見るならば,発展の連続性を

重視する立場になろう｡その意味で,この問題設定は極めて的確である｡また,この矛盾は,個々

の政策の決定と遂行に際して生じる,党と行政機関及び経済界の間の村立として現われてくる｡労

働行政全般をナチスイデオロギーの支配下におこうとするドイツ労働戦線(DAF)及びその傘下に

あるDINTAと,生産力向上を重視する経済省及びDATSCHの間の抗争,さらにはドイツの職業

教育･訓練において伝統的な｢経済の自治｣の,党及び政府の介入への対応など,ナチス期の職業

教育･訓練が決して一枚岩の構造を持っていたのではないことに留意されなければならない｡ヴオ

ルジングは,ナチスがあらゆる分野にそのイデオロギーを浸透させようとする,いわゆる｢全体性

要求｣ (Totalitatsanspruch)が職業教育･訓練の分野でどの程度実現されたのかを,ナチス期職業教

育･訓練の評価の重要な判断基準としている｡

そして最後に3は,言うまでもなく戟後の伝統的な職業一経済教育学(者)への批判が込められ

た問題設定である｡以上のヴオルジングの問題設定は同時に,そのままナチス期職業教育･訓練の

分析の優れた視座となっている｡

以下,基本的にこのヴオルジングの問題設定をふまえ,かつ工業徒弟制の完成という視点から,

ナチス期の職業教育･訓練の内容を見ていこう｡

2.工業徒弟制の整備

後に示すように,ナチス政権下で工業における訓練制度は,量的にも質的にも飛躍的に充実された｡

筆者はかつて,工場学校(Werkschule)の発展を中心に, 20年代までの工業徒弟制の発展を4段階

に区分した｡5)即ち, 1889年までの第1期, 1890年から1908年までの第2期, 1909年から1924年ま

での第3期,そして1925年以降の第4期である｡そのメルクマールは,ドイツ技術学校委員会

(Deutscher AusschuB fur technisches Schulwesen - DASTCH 1908年)及びドイツ技術労働訓練研究

所(Deutsches Institut fur technische Arbeitsschulung - DINTA 1925年)の設立である｡

問題となるのは,この第4期とナチス期の関係である｡筆者はこの第4期の特徴を, DINTAの

指導による,技術教育の面での理論教授と実践訓練の組織的結合による水準の向上と,労務管理的

側面の強化とした｡7) ｢1｣で述べた職業教育･訓練の2つの側面という視点から見ると,これは

クオリフイケ-ションのレベルアップと,資本による青少年の社会化の包摂と言い換えられる｡ナ

チス期においては,社会化の側面においてワイマール期と異なる状況が生じると思われるが,この

二つの時期に連続性を見ることはできないであろうか｡第4期,即ちワイマール期後半から1945年

までは大局的にみて-まとまりのものとして捉えることが可能ではなかろうか｡

事実,こうした見方は早くは,ア-ベル(Abel,H)が戦前の職業教育･訓練の発展を, 1.帝政
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期における基礎づけ, 2.ワイマール共和国における枠組の形成, 3.第三帝国における計画の完

成と定式化して,ワイマール期とナチス期を連続して捉える見方8)に示されている｡また,キッ

プもこの見解を踏襲した上で,その｢完成｣の中身を, ｢工業の発展の論理に従う,統一化と体系化,

並びに訓練制度の拡充と集中化の傾向｣と｢熟練労働者のクオリフイケ-ションと並行して現れる,

社会統合の強化と制度化の傾向,特にナチス的に作り直された服従を求める社会化｣9)の2点にま

とめている｡さらに,ヴオルジングも｢1933年以前に長期間にわたって,工業の職業訓練の成功に

必要な全ての客観的な前提は整っていた｣10)とし,ナチス期を｢すでに1933年以前にあった独自の

工業徒弟制｣が十分に機能することが可能となった時代と考えている｡10)

また,最も新しい研究では,グライネルトが,二元体系の発展区分の中の第2段階として, 1920

年から70年を,工業類型の徒弟訓練と職業学校というスタイルの完成過程として, -まとまりのも

のとしてくくっている｡11)

それでは,この1933年以前から連続して発展する工業徒弟制の内容とは何であるか,以下,まず

クオリフイケ-ションの側面から見ていこう｡

1 )試験制度の整備

周知のようにドイツにおける熟練労働者とは,本来通常3年ないし4年の徒弟期間を経た後,営

業条例(Gewerbeordnung)に規定された職人試験(Geselle叩r血ng)に合格したものを意味していた｡

しかし,営業条例は,手工業徒弟に対する特別規定においてのみ職人試験を規定していたので,工

業徒弟の受験には様々な困難が伴った｡この試験に合格することは,公的な熟練資格を持つことと

同時に,将来の独立開業や徒弟を養成する資格を持つことを意味する｡今世紀初頭から,除々に独

自の形態を取り始めていた工業徒弟制で養成される工業熟練労働者は,専門労働者(Facharbeiter)

と呼ばれるようになるが,彼等がこの資格を持てないという状況は,工業徒弟制の発展にとって大

きな桂桔となっていた｡

この陸路を打破するために, 1906-08年頃から工業界は積極的に工業徒弟の修了試験の公法によ

る認知,言い換えれば専門労働者試験の職人試験との同等化を求めて運動を始める｡その結果,あ
I-乍

くまで手工業徒弟制の特権を擁護しようとする手工業界と工業界の間や紛争が生じた｡この間の経

緯については拙稿12)を参照されたいが, 20年代末に共同で試験を実施するという形で妥協が成立

する｡しかし,この方式は実際には普及せず,最終的見解は持ち越された形になっていた｡

ナチスへの政権移譲とともに, ｢工業の職業訓練の強化と改善の要求は再び活発になった｣｡13)工

業界は専門労働者試験を,それまでの｢いかなる法的な根拠にも基づかない,純粋に自発的な性格

のもの｣14)から,より公的なものにし,それによって工業徒弟制の｢自立｣と｢最終的な手工業で

の訓練からの分離｣15)を達成しようとした｡

まず, 1935年ライヒープロイセン労働相は, 10月5日付けの布告で, ｢職人試験を伴う手工業訓

練が与える知識と能力を習得していると考えられる｣専門労働者には, ｢職人試験の証明なしに,
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マイスター試験の受験が許可される｣16)ことを手工業会議所及び所管の官庁に命じ,工業徒弟制の

法制化へ歩みだした｡17)

次いで, 38年6月15日付けのライヒープロイセン教育科学相の布告によって,職人試験と専門労

働者試験の｢最終的な事実上の同等性｣が達成された｡18)これに基づいて,工業界は工業試験制度

の整備に積極的に乗り出し,商工会議所が手工業会議所に依拠することなく,独自に統一的に専門

労働者試験を実施する方向が取られた｡その結果,試験委員会を設置する商工会議所の数は, 35年

の31から37年には89にまで急増し22)専門労働者試験の受験者も35年の2,801人から, 37年の

23,832人, 39年の110,810人, 42年の121,653人へと伸びていく｡19)

さらに, 39年からは商工会議所は,試験課題を全国的に統一することを提起し, 41年には後に述

べる全国商工業職業訓練研究所(Reichsinstitut fur Berufsausbildung in Handel und Gewerbe)が,機

械工,旋盤工,精密機械工,電気機械工などの職種の実技試験作品の全国統一課題を設定した｡20)

また,この時期に制度化が図られた半熟練工のための修了試験も構想された｡21)

工業試験制度の法認は,他面から見ると長年にわたる職業教育･訓練における手工業の優位性の

終幕とも捉えうる｡この手工業徒弟制の後退と,工業徒弟制の前面化こそが,ナチス期の職業教育･

訓練の特徴の一つである｡

2)教習作業場の整備

クオリフイケ-ションの過程を生産過程から切り離し,系統的訓練を可能にするための方策とし

ての教習作業場の思想は, 19世紀後半からすでに存在し,また国有鉄道を中心に実際にも一部では

制度化されていた｡しかしこれが,工業徒弟制の発達の中で本格的に取り上げられるのは,ワイマー

ル期になってからである｡とりわけ, DINTAが影響力を持つ20年代後半以降である｡ DINTAは当

初より,その目的の一つに教習作業場の充実を掲げていた｡ DINTAの基本方針は,職業教育･訓

練が常に｢専門的-職業的な側面｣と｢精神的な側面｣を同時にあわせ持つようにすることであっ

た｡22)即ち,クオリフイケ-ションと社会化の統一ということである｡ DINTAは,工場学校,敬

習作業場,そして余暇の青少年活動という｢三位一体による訓練｣22)によって工業徒弟を完全に経

営の管理下におき,彼等の職業教育･訓練から労働組合を切り離した｡23)これによってDINTAは,

｢資本の新しい洗練された方法｣ ｢新しい弾力的な分化した経営政策の戟略｣24)として, ｢労働者の

魂をめぐる闘争｣25)における勝利, ｢労働者問題の解決｣26)を一挙に図ろうとしたのである｡それゆえ,

DINTAの教習作業場は,もはや単に当初のクオリフイケ-ションの施設ではなく,社会化の施設

という性格が非常に色濃く出たものであった｡

工業経営の設置する教習作業場は, 1926年に67であったが,その後, DINTAは2年間で71の教

習作業場を設け27)ナチス移行時の33年には教習作業場は167にまで増加していた｡28)その後, DIN-

TAがDAFに編入されると, DAFは"Die Lehrwerkstatte"という専門雑誌を発行し教習作業場の

普及に努めた｡29)
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その創立時からDINTAを指導していたアルンホルト(Arnhold,K)は,ナチス期も引き続いて

DINTAの代表者であった｡ DINTAの理論は,ほとんどアルンホルトに負うているが,教習作業場

は彼の｢『経営教育学』 (Betriebspadagogik)の核｣30)であった｡彼は37年の論文で教習作業場の是非

についての議論はすでに終わったとし,･ ｢教習作業場は今日,職業教育の考察の中心点にある｣31)

と断ずる｡

ヴオルジング,キップ,ゾイベルトの評価によると32)ナチス期の教習作業場は,ナチス的な｢共

同体教育｣とインドクトリネーションという, ｢訓育的-イデオロギー的な側面｣33)が前面に出て

いたとされる｡事実,アルンホルトは｢共同体的で同志的な教育は教習作業場でのみ可能である｣34)

として,教習作業場の以下の長所を列挙している｡即ち, ｢マイスターないし指導工の指導による

指導者原理の実現｣と｢共同体的,同志的教育｣を最初に挙げ,次いで｢経営に即しつつ,生産か

ら空間的に分けられた訓練｣ ｢必要な教材の用意｣ ｢補足的な実践的,理論的教示が可能｣などのクオ

リフイケ-ション面が挙げられている｡35)

36年の4ケ年計画に示されるような,航空機工業を始めとする急速な軍需産業の拡大に伴う熟練

労働者の需要は,より効率的で計画的な教習作業場での訓練を必要とした｡その結果,,教習作業場

の数は, 33年の167から37年1,550, 40年3,304へ,教習作業場で訓練される徒弟は, 33年の16,222

人から40年には244,250人へと飛躍的な発展を見た｡36)

3)教育･訓練基準の整備

工業徒弟制の整備にとって不可欠な課題の一つとして,工業における各種の職業のプロフィール

(Berufsbild),教育･訓練において達成すべき知識･技能の内容と水準などの教育･訓練基準の策

定がある｡これらの基準の決定は, 1)で述べた専門労働者試験の実施に不可欠のものである｡

従来,この分野ではDATSCHが実績を挙げてきた｡ DATSCHは,すでに1920年代半ばまでに,機

械組立工,鋳型製作工,機械工など,基本的な工業熟練職種のための統一訓練プランを作成しており,

その中で訓練で達成すべき知識･技能の内容を確定していた｡手工業型の熟練労働者とは異なる,

工業固有の熟練労働者,即ち専門労働者をはっきり想定したのは, 1926年のDATSCHの専門労働者

規定だといわれているが37)ナチス期に入り,この傾向は一層と強まった｡例えば,ゲリッケ

(Gericke, W)はDATSCHの機関誌である『技術教育』 (Technische Erziehung)で次のように述べ

てる｡ ｢技術の進歩とドイツの国民経済の必要によって手工業と並んで,工業企業が産業経済の新

たな類型として成長してくるにつれて,それに最終的に明瞭な特徴を与えるためには,この新たな

工業生産の形式に適した専門労働者の後継者の養成が緊急となった｡未だに若干の手工業職種で養

成された労働力で,絶えず増大する工業生産の要求を満たすことはそもそも不可能だ｡｣38)そして,

専門労働者職種も益々多様化している状況のもとで, DATSCHは｢すでに存在している職業プロ

フィールを,継続的に作り直すことを次の課題と考えている｣39)と述べている｡

こうしてDATSCHは,ナチス期に工業類型職種の多くのプロフィールを定式化した｡専門労働
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者(職種)の定義に関しては,古くから様々な試みがなされてきた｡早くは, 1911年にDATSCH

が手工業熟練職と未分化な部分を含んだ定義をして以来,手工業的な要素をかなり払拭した定義を

へて, 37年に最終的な定義がなされるに至った｡それは次のようなものである｡

｢専門労働者は, 4年ないし少なくとも3年の訓練期間において,計画的に工場と職業学校にお

いて,比較的広く,それ自身完結した労働領域に向けて訓練され,その結果その職業を独立して,

専門的にモデルないし図面にしたがって行う者である｡この訓練は,専門労働者試験で終わる｡｣40)

この定義にしたがって,各専門労働職種の訓練基準が作成され,その数は44年までに313に上っ

た｡41)これらは,専門労働者試験の内容を構成し,その意味で統一的,拘束的基準として機能した｡

33年以前の訓練基準は,法的な基礎を持たず,私的な性格のものであったが,ナチス期には専門労

働者試験の法制化に伴い大きな意味を持つようになった｡42)

4)半熟練職種の制度化

工業の機械化,特に工作機械の進歩によって,工業独特の職業類型として半熟練職種

(Anlernberuf)及び半熟練工(Angelernt)が増加してきた｡この傾向は,特に男子熟練労働者の不

足が著しく,女子労働者を大量に採用した第1次大戦中に強まり,ワイマール期を通じでさらに進

展した｡ナチス期初期には,女子労働者の比重の大きい衣料,繊維工業などでは,その比率は50-

80%まで達し,金属工業でも30-40%を占めていた｡43)

従来,半熟練職種は何ら制度的な枠組もなく,従ってその養成についても定式化されたものはな

かった｡ナチス期に入り,体系的な半熟練工養成制度の整備が始められた理由は2つ考えられる｡

1つは半熟練職工への需要が一層高まったこと,もう1つはナチスが｢不熟練工の克服｣を掲げた

ことである｡44)

DATSCHは, 3)で述べた専門労働者の定義と並行して,半熟練工の養成についての指針を策定

している｡ 38年に出された｢特別労働者職種(半熟練労働)と, 14-18歳の青少年の計画的訓練の

ための半熟練職種の確定のためのガイドライン｣によると,半熟練工は次のように定義されている｡

｢特別労働者とは,青少年にして1 -2年の訓練期間において,計画的に作業場と職業学校において,

完結した特別労働者の領域に向けて訓練され,その結果,その職業の作業を独力で,且つ専門的に

モデル,製図あるいは準則に従って実行し得る者,あるいは長年の企業での活動において相応の技

能と知識を,慣れによって獲得した者である｡｣45)

DATSCHは,これに基づいて255の半熟練職種の訓練基準を作成した｡46)また,半熟練職種に村

しても修了試験を設けたが,該当者の多くが女子であったためこれは浸透しなかった｡47)

5)訓練契約の整備

徒弟制度の近代化にとって,訓練契約(Lehrvertrag)の整備は重要なメルクマールとなっていた｡

手工業におけるそれは,すでに19世紀半ばから常に大きな論争点の一つであった｡法的な根拠をもっ
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た訓練契約の締結,その重要部分をなす訓練内容の明確化とそのための訓練基準の存在,そしてそ

れに基づく訓練修了後の試験,さらに合格者に対する公的な資格の賦与という,一連の流れの完結

をもって近代的徒弟制度が構成されるとすれば,工業徒弟制にとっても訓練契約を統一的,拘束的

に規制することは不可欠の作業であった｡営業条例に法的な根拠を持つ手工業の訓練契約に対して,

工業のそれは完全な意味では法的な根拠を持たなかった｡

こうした事態を改善すべく, 35年にはライヒ経済会議所　DAF,ヒトラーユーゲント, DATSCH

が訓練契約のモデルを作った｡これは,強制されはしなかったが,強い圧力で工業を中心にかなり

普及した｡48)これには工業徒弟制の独立に警戒心を持つ手工業から抵抗があったが49) 42年にはラ

イヒ経済相の布告によって全国統一の訓練契約モデルが強制された｡50)このモデルは,工業界と

DATSCHによって作成された職業プロフィールに基づいており50)ここでも手工業徒弟制に対する

工業徒弟制の優位が示された｡

3.ナチスイデオロギーと職業教育･訓練

1で述べたヴオルジングの設定した第-の問題である,ナチスは｢独自のナチスに典型的な訓練

制度を作ったのか｣に答えるためには,職業教育･訓練の分野におけるナチスの職業教育･訓練論

を検討しなければならない｡

1 )ワイマール期の職業教育･訓練論

ナチス期をリードした職業教育･訓練論は,その本質的な部分においては,実際にはワイマール

期にすでに存在していたものの継続にすぎない｡具体的には, 20年代のドゥンクマン(Dunkmann,

K),アルンホルト,フェルト(Feld,F)などの論説が, 33年以降,力点の置き方が変えられたり,

ナチスに特有な語嚢で粉飾されたものと考えられる｡

ナチス期に強調された,職業(ベルーフ),共同体,職業訓育(Berufserziehung)などのキーワー

ドは,すでに彼等がワイマール期から駆使していた｡ちょうど1870年代に,手工業徒弟制の危機の

時代に叫ばれたのと同じように,ワイマール期の政治的な混乱の中で,保守的なグループは｢工業

によって『破壊された,社会的な身分的生活の領域』を共同体と結び付いた職業思想の構築によっ

て癒そうとし,職業を再び『真の』,そして『教育的に価値のある』職業へとしようとした｡｣51)

彼らの議論の基礎には共通した図式がある｡即ち,一方に労働(Arbeit)とゲゼルシャフト,他

方に職業とゲマインシャフトを据え,後者の｢全体性｣による前者の克服を唱えるというものである｡

例えば,ドゥンクマンは,労働と職業の違いを次のように説明する｡ ｢職業の概念には,労働の概

念の中にあるものよりも,無限に多くのものが含まれている｡われわれは,職業という言葉で,内

的な同意をもって引き受けられた,そして日々おこなわれる仕事を理解する｡われわれは,こうし

た仕事に愛着をもっており,委託されたものあるいはまさに『召命』されたものであることを知っ
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ている｡｣52)そして,この職業は,ゲマインシャフトにおいてのみ機能し,ゲゼルシャフトでは生

じないとする｡53) ｢ゲマインシャフトから生じ,そしてゲマインシャフトのために-これが職業の

モットーだ｣という｡54)ドゥンクマンの次のような言説には,彼等の意図するところが見事に表明

されている｡即ち, ｢この消滅し,沈下した宝(ゲマインシャフト,家族,部族一民族文化

(Stamms-undVolkskultur))を再度ひきあげることに成功し,現代の分業という経済システムの中に,

職業思想を再び名誉ある地位に据え,職業の危機を克服する｣55)という宣言である｡シュトウツツ

が｢有機体主義的な社会的概念への固執｣56)と名付けた,彼等の共同体及び職業の把握が,ナチス

のイデオロギーと直結することは容易に理解できよう｡

2)アルンホルトの職業教育･訓練論

ナチス期の職業教育･訓練の理論的な中心人物はアルンホルトであった｡すでに述べたように,

彼は1925年にDINTAの所長となり,その後35年にDINTAが職業教育･経営指導局(Amt fur Be-

rufserziehung und Betriebsftihrung)としてDAFに併合されて以降も,局長としてナチスの職業教

育･訓練の第一人者として活躍した｡

彼の経営教育学は, 3つの要素から成り立っている｡57)専門的訓練と性格の訓育,そしてスポーツ

による鍛練である｡後の2つを重視したこと,及び専門訓練をこれらと結び付けたことが,従来に

ないアルホンホルトの理論の特徴である｡ナチス期における職業訓育の重視は,ここにその一つの

根拠がある｡ヴオルジングの分析によれば,アルンホルトの議論は指導者思想,教育の機能性への

注目,共同体イデオロギーなどの点でナチスのイデオロギーと基本的に一致しており, 33年以後も

変わっていない｡しかし,ナチス期には訓育面が前面に出てくるようになるという｡58)職業訓育を

重視する理由を彼は, ｢労働は知識と能力の伝達に尽きるのではなく,精神の上で(seelisch)自己

の能力と知識を,民族と国家に役立てる用意のある労働人を作り上げるため｣だと説明している｡59)

この性格の訓育とスポーツによる鍛練は,彼の属したDAFによって強力に進められ,少なくと

も大きな経営においては, ｢経営での訓練の確固たる要素となった｣｡60) DINTAによって進められ

た工場共同体(Werkgemeinscha氏)という概念は,ナチス期には民族共同体へと言い換えられた｡61)

DAFは, DINTAを吸収することによって職業教育･訓練の分野にも勢力を伸ばそうとした｡ DAF

はこの分野での力点を｢共同体への教育｣ (Erziehungzur Gemeinscha托)に置き,それを次のよう

に説明する｡ ｢『共同体としての経営』は,経済効率の改善の前提でもある｡アメリカの合理化は,

経営を単に個々の機能の総計と見なしている｡ドイツの経営一経済指導は仝一体としての経営から

出発しなければならない｡｣62)っまり,ドイツの経済の合理化は,単なる機能的な側面に留まるこ

となく,そこに｢精神性｣が同時に含まれていなければならないという｡アルンホルトはこれを,

｢訓育と訓練の不可欠の統一｣63)という｡この部分こそ, DINTAが担うべき主要な役割であり,ア

ルンホルトが理論的に主要な役割を果たす余地があった｡

工場共同体にせよ,民族共同体にせよ,あるいは｢共同体としての経営｣にせよ,これらは｢共
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同体意識によって,近代の労働世界の疎外現象に対する免疫を若い人々に与えようとする努力｣64)

という本質においては何ら違いはない｡
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3)フェルトの職業教育･訓練論

アルンホルトほど実際の職業教育･訓練に直接に影響を及ぼしたわけではないが,アカデミズム

と戦後の職業一経済教育学との関係において,無視できない人物としてフェルト(Feld,F)がいる｡

彼は,職業一経済教育学の第一世代の中心人物であり, 1930年にベルリン商科大学にはじめて職業

一経済教育学のポストが置かれたときの教授であった｡彼は, 20年代にシュプランガーの文化教育

学に依拠しつつ,経済,職業などの概念を文化概念として捉え直すことを通して,一般教育学の中

での特殊学科として職業一経済教育学を確立しようと努めた｡彼は,職業一経済教育学を｢文化哲

学を基礎とする教育科学の-学科である｣65)と定義する｡

ヴオルジングによれば,フェルトがナチス期においてもそのまま適応していったのは, ｢彼の元々

の職業一経済教育学の現実離れ｣66)に由来するという｡経済概念を｢精神哲学的｣な要素に限り,

労使の村立などの｢社会的な次元｣を無視する67)精神科学的職業一経済教育学は,結果的にナチ

スへの無批判に至ったとする｡68)むしろ,フェルトの理論は20年代には現実の職業教育･訓練には

さしたる影響力を持たなかったのに対し, ｢ナチスが権力を握った後は,フェルトの理論の実現が

一見可能のように見えた｡｣69)その中で,フェルトは積極的にナチズムに適応していき,その経済

概念も当初の文化哲学的な色彩を薄めていき, ｢民族的経済｣などのような政治的性格のものへと

変えていくようになった｡70)

しかし,その本質はワイマール期から一貫したものと見なしうる｡彼の理論の中心概念も,やは

り職業と共同体である｡ 1)で見たような分業と機械化の進展,さらには階級対立のたかまりに村

する不安を背景とした全体性と親密性-の憧憶という,ステレオタイプな図式の中で,理念型とし

て美化された形で職業と共同体が対置される｡例えば彼は職業について次のように述べる｡ ｢失わ

れてしまった職業の理念が再び覚醒されねばならない｡それが大人の中では,もはや不可能である

場合は,少なくとも一中略一青少年のもとで職業身分を新たな精神的内実で満たすあらゆる試みが

なされねばならない｡｣71)さらに,彼は職業こそが共同体の内部の一つの重要な機能であり,両者

には｢内的で有機的な関係がある｣と考えている｡72)そして,現代の無機的な経済と共同体を結ぶ

ものが職業だと考える｡72)それゆえ,ここでは職業は｢社会倫理的な特徴｣をおび, ｢倫理的な内実｣

を持つものとされ73)これが職業の持つ訓育的意味として強調されることとなる｡

そして,この職業と共同体がとりわけドイツ的なものとして,民族主義的に称揚されだすナチス

期において,フェルトの理論がなんら修正を必要とされなかったことは,もはや説明を要しないで

あろう｡

以上ナチス期の職業教育･訓練分野の代表的な論説を見てきたが,本節冒頭で述べたように,と
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りわけナチス固有の職業教育･訓練理論というものは生じなかったといえる｡ヴオルジングも,こ

の分野では｢根本的なイデオロギー上の対決は起こらなかった｣と見ている｡ナチス幹部は職業教

育･訓練の問題には, ｢何か特別の機会に,具体的な個別問題にかかわって触れたに過ぎなかった｣

とし,その結果,職業教育･訓練全般にわたる統一的で全体的なナチス的な理論は生じなかったと

する｡あるのはただ, ｢職業に政治的な機能を与え,それを内容上, 『労働』, 『訓育』, 『共同体』と

いう概念のまわりにまとめた,個々ばらばらな発言の充満｣であったと結論付けている｡74)

これにはナチス期の職業教育･訓練全体を貫く根本問題が係わっている｡即ち, ｢専門的なアス

ペクト｣75)職業訓練と｢世界観的訓育｣75)職業訓育,換言すればクオリフイケ-シヨンと社会化

(ナチス期にはインドクトリネーション)のどちらが優位を占めるのかという問題である｡ナチス

期の職業教育･訓練のキーワードは業績(Leistung)と共同体である｡76)これらは各々に対応している｡

勿論,専門的な訓練の諸要素は用語の上で｢情緒化｣ (Emotionalisierung)ないしイデオロギー化さ

れるように努力された｡アルンホルトが素材としての鉄に特別な教育的意義を込めたり,労働が｢共

同体のための闘争と奉仕｣と言い換えられたりしたが,最終的には｢職業訓練の専門的なアスペク

トが,世界観的訓育よりも優位を占めた｣｡77)ここにはナチスに特有のプラグマティズムに由来す

る｢イデオロギー上の支離滅裂｣78)が露呈している｡

ここに述べた｢専門的なアスペクト｣か｢インドクトリネーション｣かという問題は,単に理念

上の争いに留まらず,実は,ナチス期職業教育･訓練の政策上,行政上の重大な争点となっており,

歴史的にはこのほうが重要である｡次にこの点を見てみよう｡

4.職業教育･訓練の主導権を巡る争い

すでに多くの研究が明らかにしているように,ナチスの権力構造は決して一枚岩ではなかった｡

党と行政機関,財界,軍部の間,あるいは党の内部において多くの権力闘争があった｡職業教育･

訓練の分野では党を代表するDAF�"DINTA対,経営者を代弁する経済省とDASTCHという図式

が措かれる｡この2つの陣営が職業教育･訓練の管轄や政策を巡って争うが,その争いは大きく言

えば前者のインドクトリネーション重視対,後者のクオリフイケ-ション優先という対立である｡

この抗争の経過を明らかにすることは,同時に1で述べたナチス期の職業教育･訓練の重要な特質

の解明と直結している｡

1　DAF�"DINTAの要求

1933年5月にドイツ労働組合総同盟　ADGB　が壊滅させられて以降,労働者の｢利益｣を代表

する機関として,ドイツ労働戟線(総裁ライLey,R.)が設けられた｡同年7月ライの｢DINTAの

DAFへの編入に関する命令｣79)によってDINTAはDAFの一部となった｡ DINTAという略称は変

わらないが,正式名称は, Deutsches Institut fiir些ationalsozialistische Technische些rbeitsforschung
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und-schulungに変わった｡その特別任務は｢労働者と職員を, 『経営共同体』の中で,ナチスの

世界観へと再教育すること｣である｡80)同時にDAFは,この命令の第10項で｢工業と手工業の全

ての後継者が,ナチスの精神で,計画的な経営での労働訓練と訓育を受けることが決定的に重要で

ある｡ DINTAは,その訓練方法の全般的導入に必要なあらゆる方策を取ることを委ねられる｣81)

と規定し,職業教育･訓練の組織と管轄に対する独占的な権限を申し立て, DINTAをこの領域で

の政策立案機関にしようとした｡82)具体的には, DINTAの課題として,経営の指導者の訓練,敬

習作業場の拡充,職業相談,学校卒業者への事前訓練,再訓練･継続訓練コースシステムの拡充,

成人教育,全国職業競争が挙げられ,職業教育･訓練全体をカバーするものとされた｡83)その後,

35年にはDINTAは, DAFの｢労働指導及び職業教育局｣ (Amt fur Arbeitsftihrung und Berufserzi-

ehung)に改組される｡

ライは,その支配権を職業教育･訓練へも広めようとし,従来この分野で大きな権限をもってい

た経営者と衝突した｡ライ及びアルンホルトの主張は,職業教育･訓練の｢世界観の訓練に対する

専門的訓練の優位｣84)という立場からみて, ｢ナチス運動による青少年のイデオロギー武装には,

狭い余地しか残されていない｣84)という批判にあった｡今こそ,この青少年のイデオロギー武装に

重点を置くことが必要だと主張する｡これを,ペツオルトは｢訓練制度の(ナチス的)政治化｣と

名付けている｡85) 36年9月のDAFのある命令の解説は, ｢DAFには職業教育･訓練を自ら行うとい

う課題が与えられている｡この職業教育･訓練は,全体性思想(Totalitatsdenken)に応じて,一中

略一専門的な訓練とならんで,職業従事者の世界観的,性格的な完成が考えられている｣86)と述べ,

DAFの主張を示している｡

これを実現すべく,ナチス体制の初期には, DAFはしばしば｢ラジカルな｣87)要求を行う｡例えば,

DAFは全ての青少年は職業教育･訓練への権利をもっているとか,全ての経営者は訓練の義務を

果たさねばならないとか,徒弟を安価な労働力としては使ってほならないというような, ｢革新的｣

で｢エセ平等主義的な｣88)主張がなされた｡具体的には, DAFは職業学校を経営職業学校

(Betriebsberufsschule)に改変して自らの支配下におこうとしたり89) DAFの行う全国職業競争を

もって訓練修了試験に代替しようとした｡90)これらの主張はいずれも,従来の｢経営者の最も重要

な権力領域を脅かす｣91)ことになるが, DAFは｢経済の自治機関｣を｢古いシステムの遺物｣とま

で述べて92)自己の勢力圏を広げようとした｡

2)経済省,経営者, DATSCHの対応

DAFの要求に対する経営者の基本的なスタンスは, ｢労働者へのイデオロギー的な働きかけをこ

える, DAFのすべての方策に村する断固たる拒否｣93)であり,職業教育･訓練に対する｢独占的な

所轄権｣ (Alleinzustandigkeit)の死守であった｡特にナチス政権初期のDAFの｢ラジカルな｣要求は,

経営者に危機感を募らせた｡ ｢専門的で経営に可能な職業訓練を擁護し,訓育的な要素は,それが

経済的な訓練の成功につながる限りで考慮する｣94)経営者は, DAFの全体性要求に警戒心を抱くよ
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うになる｡

経済省は全体として,資本主義経済体制を尊重し,ナチスの利害と反する部分のみを個別的に修

正する方針を取っていたが,職業教育･訓練に関しては,従来通り経営者に自由な裁量の余地を保

障した｡この結果,経営者の大部分はDAFに距離を保ち,経済省を信用した｡95)従来通り, ｢経済

の自治｣による職業教育･訓練の路線を継承しようとする経済省とDAFの間には,あらゆる面で

乳蝶が生じた｡ DAFがDINTAを併合して,職業教育･訓練分野での発言権を強めようとしたのに

対抗して,経済省はDASTCHを傘下に入れる｡

DASTCHは, 29年の世界恐慌以来の財政難を乗り切るために, 31年に社団法人化し, 32年には

職業訓練のためのテキストや教材の作成･普及部門を切り離し, DASTCH教材サービス有限会社

を設立した｡96) 35年にはこの会社を解散し,教材サービスの業務はいくつかの出版社に移した｡ナ

チス期以降もDASTCHは職業学校間題,専門労働者の養成と継続教育,専門学校制度,大学間題,

職業指導,労働奉仕,一般教育の7つの専門グループを設けて活動していたが97) 35年経済省の｢専

門労働者養成及び技術学校制度に関するあらゆる問題の相談･教育機関｣となった｡ DASTCHは,

21年から国家から補助金を得ていたものの,基本的には発足以来経済界の独立した自主的機関であっ

た｡しかし,これ以降DASTCHと政府の関係はより密接なものとなった｡ヴオルジングは,この

時期のDASTCHを｢経済と国の協同の典型例｣と見倣している｡98)その後, 39年経済相は

DASTCHを全国商工業職業訓練研究所(Reichsinstitut fiir Berufsausbildung in Handel und Gewerbe)

と改称し,その活動範囲を,工業から手工業,商業,金融にまで広げる布告を発しその権限を一層

強めていく｡

経営者,経済省は,このようにDASTCHの活動の強化をてこにし, DAFのインドクトリネーショ

ンを突破口とした全体性要求に対抗して,職業教育･訓練の専門的･実務的部分を押さえることに

よって,実質上の支配を確立しようとした｡

3)抗争の経過

両者の対立は,ナチス政権成立直後の33年から35年の初期が最も激しかった｡これはナチスは初

期段階には,自らの権力の安定化に力を集中せざるをえず,方針を明確に打ち出せなかったからで

ある｡99)この間,既述の様に｢ナチスのもっとも権力欲旺盛な高級幹部｣100)たるライが｢妥協する

ことなく経営者の最も重要な権力領域を脅かし｣ 101)混乱は一気に高まった｡

34年4月の会議において専門労働者の不足の深刻化を認識した工業界は,工業徒弟制の整備を急

ぐ｡102その際, DAFの介入は何としても避けたかった｡そこで,経済相シャハトが事態の打開に

乗り出し, 35年3月DAFと経済省の間でライブツイヒ協定とよばれる,相互の権限についての調

整が行われた｡103)シャハトの申し出は｢DAFには労働者の業績向上意欲の強化のための世界観一

政治的教育を委ね,経営者は専門的なクオリフイケ-ションに配慮する｣104)という,いわば分業に

よる妥協の提案であった｡しかし,ライはこれに満足せず新たに命令を出し,相変わらずDAFの
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職業教育･訓練に対する全般的権限を主張した｡

すでに述べたように,シャハトは35年9月にDASTCHを経済省の諮問機関とすることによって,

アルンホルトのDAF職業教育･経営指導局の無力化を図る｡これによって, DASTCHは｢職業訓

練の秩序において決定的な地位を占めた｡｣105)シャハトは, ｢職業教育･経営指導局の努力は,この

領域で全体的な支配権限を要求しているが,断固として拒否しなければならない｣106　と極めて強い

調子で反撃し,その解消すら要求した｡107)

この対立は, 36年10月に出された4ケ年計画で一段と激化する｡ 4ケ年計画の実施のためにゲ-

リンクによって出された｢専門労働後継者の確保に関する4ケ年計画施行令｣は,はじめての政府

による本格的な職業教育･訓練政策であった｡これは, ｢4ケ年計画の実施のための最も重要な課

題の一つは専門労働者の後継者の確保である｡これは特に,秩-金属産業並びに建設業に妥当する｡

この課題の意義に照らして,当該の公私の全ての経営は後継者の養成に参加する義務を持つ｣108)とし,

10人以上の鉄工業,金属工業,建設業の経営に対し,専門労働者に対する一定比率の徒弟の養成を

義務付け,それに応じられない経営には相当の賦課金を徴収するとした｡これに該当する経営は,

鉄･金属工業で, ll,200企業,建設業で12,600企業に達した｡109)これは, ｢一連の国家による職業

訓練への直接的介入のはじめ｣110)とされるが,実際には専門労働者の概念が一定していないなど,

厳密に実施されることなく,専ら徒弟養成の必要性に対する心理的効果を狙ったものとされてい

る｡110)しかし,来るべき戦争に備えて早急に軍事経済化を達成する必要上,職業教育･訓練分野で

の二重権力の状況は打破されねばならなかった｡

4ケ年計画の達成のためには,工業界の支持が不可欠だという背景のもとで,形勢は徐々に経済

省に有利に進んでいく｡これまでDAFはDASTCHの教材や訓練基準の使用に対して妨害してきた

がIll) 36年10月シャハトは｢経営での訓練においては, DASTCHの教材のみを用いるように｣と

いう命令を出し,1 ｢教材の独占という手段で, DAFを教習作業場から追い出そうとした｡｣112さらに,

37年4月手工業会議所と商工会議所の間で協定が結ばれ,以後全ての経営に統一のモデル徒弟契約

が義務付けられ,訓練の期間と内容も定められた訓練基準にしたがって行うことが規定され,経営

での職業訓練の場からDAFの影響力は締め出された｡ここに及んで,シャハトはDAFに対する決

定的な勝利を収めた｡軍備の遅れを懸念したヒトラー自身も, 37年4月経済相に速やかに専門的な

職業訓練の規制に関する法案を用意する様に命じた｡113)すでに述べたように, 39年経済相は

DASTCHを全国商工業職業訓練研究所とし,それまでの諮問機関から実施機関へとその性格を変

え114)実質的に職業訓練の中心的な国家機関となった｡その所長には,これまでDINTAと結び付

きが深かった重工業出身のテンゲルマン(Tengelmann, W.)がなり,これは｢重工業のDAF離れ

の象徴｣と見られた｡115) 39年2月にはシャハトの後任のフンクが, ｢職業訓練に対する経営者の所

管についての『様々に生じる誤り』を,最終的に粉砕する｣116省令を発し, DAFとの争いに最終

的に決着を付けた｡

その後,経済省の主導のもとでDAFとの妥協が図られた｡ 40年7月全国経済会議所とDAFは協
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同で新たな研究所を作ることに合意した｡その協定では, ｢経済の職業訓練の活動の指導と調整に

唯一責任を持つ国家指導機関,即ち経済省｣117)という文言が含まれており,その長も経済相の任命

する経済界代表とされた｡この協定に基づいて, 41年5月全国商工業職業訓練研究所は, DAFと

の合同機関となった｡アルンホルトもDAFから退き118)ここに長年の対立は終止符を打った｡

5.職業教育･訓練の統制

職業教育･訓練の管轄を巡る主導権争いはあったものの,画一的,全体的に掌撞するというグラ

イヒシャルトウング(Gleichschaltung)の基本思想は,職業教育･訓練の分野にも適用された｡帝

政期及びワイマール期を通じて極めて複雑多岐にわたっていた職業教育･訓練の制度は,統制のた

めに整理された｡ 2で述べた工業徒弟制の整備もその一つであるが,ここでは二元体系のもう一つ

の要素たる職業学校と,職業訓練法及び手工業徒弟制について見る｡

1 )職業学校制度の整備

ワイマール憲法145条は, 18歳までの職業学校就学義務を走めたが,ワイマール期を通じて状況

は改善されず,プロイセンに限ってみれば26年で就学率は54%,m 30年代初めでも約25%は不就学

であった｡120)特に世界恐慌以降の財政難の結果,ナチス期の初めには｢公立職業学校制度は荒れ果

てた状態にあった｣｡121

ナチスはまず, ｢経済の自治｣が及ばない職業学校を直接的なイデオロギー介入の場として掌握

しようとする｡122)その公民教育の内容をヒトラーの『わが闘争』に基づいて, ｢血と土の民族的共

同体に義務を負う,身体,魂,そして精神の全体的な教育｣123)とし,公民教育を完全なインドクト

リネーションに変えた｡ (34年1月31日の｢職業学校及び専門学校における公民教育に関する(プ

ロイセン)経済･労働相の命令｣ 124)これによって,職業学校の理論教授は,それまでの｢知識の

伝達｣による｢中途半端な陶冶｣125を脱し,体験によって｢共同体の感情｣の場にならなければな

らないとされた｡126

次いで教育の連邦主義を廃止し,ライヒが｢学校高権の担い手｣となり,州ごとに異なっていた

職業学校制度の統一に着手する｡そのために, 37年の教育科学相の｢職業学校,専門学校の全国統

一名称に関する命令｣127)で,個々まちまちな職業系学校を,大きく職業学校,職業専門学校,専門

学校の3つのカテゴリーに整理した｡これによって,伝統的な補習学校の名称は消滅した｡ここでは,

職業学校は｢同時に, (徒弟関係あるいは半熟練養成関係およびそれに類するものにある)実践的

訓練あるいは働いている若い人々,並びに仕事をしていない青少年が義務として通う学校全体｡ま

た代替学校として認められた『工場学校』, 『インヌンク専門学校』等の学校全体が含まれる｣127)と

規定されている｡

さらに,職業学校の就学義務の徹底が図られた｡ 35年以来の出生率の低下から予測された,将来
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の専門労働者の不足の懸念と,インドクトリネーションの必要性から,政府は14歳から18歳の全て

の青少年をその影響下に把接しようとした｡改善はみられたものの,職業学校の就学率は37年でも

66%に過ぎなかった｡128) 38年7月,政府は｢ドイツ帝国における就学義務に関する法律｣を発し,

全国統一に3年間の職業学校就学義務(農業は2年間)を定めた｡この法律は,職業学校史上はじ

めて全般的な規則を法の上て実現したものであった｡

さて,職業学校における教育内容の変化を見てみると,ここでも当初のインドクトリネーション

から専門教育への力点の移動が認められる｡これは4で述べた職業教育･訓練分野での権力争いと

照応している｡キュンメルは38年がその分岐点だと考えている｡129)ヶ年計画が出されて以来,専

門労働者の早急な確保が至上命令とされ,職業教育･訓練は経営での訓練を主軸にし,職業学校は

あくまでそれを補完するものと位置づけられた｡したがって,職業学校での教授は,経営で用いら

れる, DASTCHが作成した職業プロフィール,訓練教程,試験規定に即応したレアプランに基づ

くべきだとされた｡130)全国統一の職業学校レアプランの作成の必要性を説くバルトは, ｢職場での

訓練の統一化と, (職業学校での一筆者)レアプランの不統一と非実践性の間の分裂を無為に傍観

する｣べきでないと主張する｡131)これを克服すべく, 38年に新たな全国統一のレアプランを作成す

るための委員会が, DATSCH, DAF,ナチス教員連盟,経済団体などをメンバーとして設置され

た｡132その結果, 40年に初めて機械工と左官のためのレアプランが施行された｡その級,指物,棉

密機械工,旋盤工,自動車整備工のためのレアプランも作られた｡

40年に職業学校の授業時間は週6時間に定められたが,戟争の激化とともに確保されなくなる｡

ヴオルジングはこれは戦争の結果のみではなく,もともと｢理論訓練に対する国と経済の態度｣に

よるとしている｡133っまり, ｢第三帝国のいかなる段階でも職業学校は,経営での徒弟訓練と同じ

位の注意を払われたことはなかった｣133のだ｡上述のようなレアプランの実施には職業別のクラス

編成が必要であるが,そのような職業学校は半数に留まった｡それゆえ, ｢大々的に宣伝された全

国レアプランも,学校現場にはごく限られた範囲でしか実施されなかった｣とキュンメルは見てい

る｡134)

以上,ナチス期の職業学校の特徴は,その制度面での体系化,内容面での｢職業学校の経済への

完全な依存｣135)ぁるいは｢教授上の経済の優位｣136　とまとめられる｡そして, ｢全体としては性能

のよい(leistungsfahig),時代に即した職業学校システムの基礎を発展させるのに成功した｣と言え

よう｡137

2)職業訓練法案

営業条例などによって,極めて複雑且つ分散的に規定されていた職業教育･訓練を,統一的に規

制する職業訓練法の作成の試みは,ワイマール期に精力的に進められ, 27年にはようやく法案にま

でこぎつけた｡しかし, 29年の恐慌を直接的な契機として廃案となった｡138)

ナチス期に入り,再び職業訓練法の実現が目指される｡いち早く要求したのは党の機関である
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DAFとライヒ青少年指導社会局であった｡一方,ライヒ経済省は消極的であった｡一般に,職業

教育･訓練を統一的に規制する法が欠如していたことが, DAFと経済省の争いを生む基盤となっ

ていたが,職業訓練法を巡っても両者の確執があった｡

DAFの動きを懸念した経済相シャハトは, 37年8月職業訓練法案を提出した｡139)この法案は,

｢政治的一世界観的訓練に対する専門的訓練の優位から出発していた｡｣140)これは,正式には｢商業,

工業,手工業における職業訓練に関する法律案｣と呼ばれ, 100条以上の包括的なものである｡ヴオ

ルジングの評価によれば,その内容は,部分的には27年法案を踏襲しているが, ｢本質的な点では,

それをずっと越えて,はじめて徒弟養成に係わる全ての規定を一つの法律にまとめるもの｣であっ

た｡141)ここで, ｢本質的な点｣と表現されているものについて,彼自身は説明していない｡筆者の

見解によると,それは本法案が,初めて工業における職業訓練を中心としてまとめられている点で

ある｡ 27年法案は,その本質において｢手工業徒弟のための法｣142)ぁるいは｢手工業徒弟制度を工

業徒弟に移入しようというもの｣143)であったのに対し, 37年法案は工業徒弟制を主とし,手工業徒

弟制を従としている｡それは, 27年法案にある手工業に対する特別規定が一切設けられていないこと,

職業訓練の実質的担い手である会議所が表記されている箇所では, 27年法案では手工業会議所が先

にあげられ,ついで商工会議所が表記されていたのに対し, 37年法案ではその順序が逆転している

こと, (57条, 81条, 82条他), 27年法案にはなかった,半熟練工の養成に関する規定が設けられて

いること(15条),教習作業場での訓練が明確に規定されていること(24条)などの点に現れている｡

これが,第1の特徴である｡

さらに,本法案の特徴の第2は,職業訓練における主導権が経済省にあることを明確にしている

ことである｡第5条は, ｢(1)職業訓練は国の政策上の課題であり,ライヒ政府の指導に属する｡ (2)

経営における職業訓練に対して,経営者及びその代理者は経済相にのみ責任を負う｡経営者及びそ

の代理者は,経済相および経済相に委託された機関の指示に従う義務を負う｣と定めている｡144)また,

試験の実施や徒弟の登録など,実際の職業訓練の運営については,従来通り会議所に委ねている(57

条, 82条)｡さらに,新たに商工業の職業訓練のためのライヒ管理委員会が,会議所,各産業グルー

プ　DAF,ナチス教員連盟,などの代表から構成されることが規定されたが,その長は経済省から

出され,上記委員の任命権も経済省にあるとしている(94, 95, 96条)｡これらの条文にはいずれも,

経営者と協力して, DAFの職業訓練への介入を阻止しようとする経済省の意図が示されている｡

第3の特徴は,経営者との良好な関係を保ちつつも,政府の権限が強められていることである｡

それを端的に示すのは, 84条である｡これは｢必要な職業後継者を確保するために,ライヒ職業紹

介･職業安定局長官は,ライヒ経済相及びライヒ労働相と協力し,経営で一定の基本職種において

その経営で働いている職人(Geselle)及び,それと同等の地位にある者と適切な比率の数の徒弟を

養成することを命令することができ｣, ｢ライヒ経済相は,ライヒ労働相の了解を得て,適当数の徒

弟を持たない経営に対し,特別な義務を課すことができる｣としている｡これは, ｢経済の自治｣

としての職業訓練という原則に一歩踏み込んだ規定と見なしうる｡
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この法案に対し,経済界は多少の不満を残しながらも,会議所の諸特権が認められているとして

賛成した｡145)一方, DAFはこれを拒否し,対案を出して対抗した｡これは,ライが起草した｢商

工業における専門･職業訓練に関する法律｣146)で,わずか仝9条の極めて粗雑なものである｡その

核心は第4条｢経営における職業訓練はDAFの指導者に属する｣という一点に在ったが,経済省

のものとは到底比肩できず,いわばDAFの拒否宣言とでも言うべきものに過ぎなかった｡その後,

シャハトの経済相辞任によって, 37年法案の議論は中断した｡147

独ソ戟も始まり緊迫した状況の中で, 42年ドイツ法律アカデミー(Akademie ftir Deutsches Recht)

は, ｢ドイツ青少年の職業教育に関する法律案｣ (Entwurf eines Gesetzes肋er die Berufserziehung

des deutschenJugend)を出した｡これは, 40年以来アカデミーの青少年法委員会が検討してきたも

のである｡ミュンヒの評価によれば,この法案は,従来の法案と｢いかなる本質的な内容上の変更

ももたらしていない｣｡148確かに,職業訓練の実務上の規制方法は37年法案をほぼ引き継いでいる｡

しかし,この法案はその名の示すとおり,クオリフイケ-ションのみでなく,インドクトリネー

ションをも含めて全体として青少年を把握しようとする意図が強い｡ DAFの行う全国職業競争や

青少年訓練に対して,特に条文を起こしていること(64, 65, 66, 67条)などはその反映であり,

法案の主旨説明149はきわめてイデオロギッシュである｡しかし,戦況の逼迫は,もはやこの法案

を実施する余裕を与えなかった｡

3)手工業徒弟制の統制

ライヒ手工業令(Reichhandwerksordnung)の挫折に示されるように,ワイマール期には伝統的な

中間層保護政策は実施されなかった｡150)さらに戟後の商･工業の大規模化によって,手工業の競争

力は一段と低下した｡にもかかわらず, 30年代初めには恐慌の結果,多くの失業者が手工業になだ

れこみ,手工業は徒弟制や資格制度の強化による入職制限を求めていた｡151第1次大戦中の混乱の

結果,手工業徒弟制は大きく崩れ,徒弟の職人試験修了率は　67.6%にまで低下していた｡その背

景には,熟練労働者と半･不熟練労働者の賃率の平準化がある｡ 28年には,不熟練労働者と半熟練

労働者の賃金は,各々熟練労働者の71.4%, 98.7%に152) 39年には不熟練労働者は79%に達してい

たという｡153

ナチスは,こうした手工業者の要求を巧みに汲み上げた｡彼等がナチス政権の成立に大きな役割

を果たしたことはよく知られている｡イデオロギーの上でも,手工業者が一貫して主張してきた職

業身分思想は,ナチスイデオロギーと無理なく融和されえた｡ナチスは政権獲得後,義務制インヌ

ンクと大資格証明制度(マイスター資格を開業の条件とするもの)を実施し,長年の手工業者の要

求に応えた｡即ち, 33年11月の｢ドイツ手工業の暫定的構成に関する法律｣ (Gesetz肋erdenvor-

1乱Ifigen Aufbau des deutschen Handwerk)を設け, 34年6月と35年1月の命令によって法制化した｡

これによって, ｢ナチスは手工業職業訓練の統一化のための前提を作った｣｡154)

しかし,こうした手工業優遇政策は初期に限られ,その後のナチスは戦争経済への移行とともに,
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手工業保護政策を次々と空洞化していく｡早くも, 37年には大資格証明制度にも例外措置が設けら

れる｡工業経営で専門労働者訓練を受け, 5年間専門労働者として働いたものには,マイスター試

験義務が免除された｡155)その結果,同年にはマイスター試験を終えて開業許可を得たもの約10,000

人に対し,例外措置として開業したものは7,000人にのぼった｡155)さらに, 4ケ年計画の達成のた

めに,政府はできるだけ早期に熟練労働力を確保する必要に迫られた｡ 36年11月の命令で, ｢つね

に限られた数の徒弟と,長い訓練期間を求めてきた｣手工業は,訓練期間の短縮を求められた｡また,

熟練労働力の不足が著しい建築業と金属産業においては,マイスターでない者にも徒弟の養成が認

められた｡156) 38年には建築業においては,徒弟として訓練されていない者に対しても職人試験の受

験を認め,これによって不熟練工も最短2年で職人になれた｡156)そして,同年ついに経済相は,全

ての手工業分野で訓練期間を最大3年にまで引き下げることを命じた157)

39年には,手工業界の反対にもかかわらず,工業徒弟制を守備範囲としていたDATSCHが,ラ

イヒ商工業職業訓練研究所として改組されると同時にその権限を手工業にまで及ぼした｡158)そして

ついには,手工業会議所,従って手工業の自治そのものも廃止された｡ 37年2月経済相シャハトは,

手工業会議所を一般経済会議所に編入し,これによって, ｢手工業会議所は,工業の統制の下に入

れられた｣｡159)さらに, 42年には｢手工業会議所は,その法的,組織的独立を失い,商工会議所と

共に,いわゆる管区経済会議所に解消された｣｡160)ここに,手工業徒弟制は, ｢職業訓練の独占的統

制を巡る戟いに最終的に敗れた｣｡161)手工業の理論家であったヴェルネットは,当時次のように述

べざるを得なかった｡ ｢専門労働者の主要な,そして通常の養成の場としての手工業の,国民経済

上の機能は,すでに何十年にもわたって実際的な意義をもってきたが,もはやなくなったと断言せ

ざるを得ない｡｣162)

また,手工業者や徒弟の徴兵や軍需産業への動員などにより,手工業徒弟制はその法的な整備と

は裏腹に崩壊の危機を迎えていた｡

6.ま　　と　　め

さて,以上述べてきたナチス期の職業教育･訓練の実態を, 1で示した視座に即してまとめてみ

よう｡

まず第一に, ｢第三帝国の権力者は,その目標実現のために,独自のナチスに典型的な訓練制度

を作ったのか｡あるいは,彼等は,かつての体系の内部でその計画を実現するのに成功したのか｣

という点からまとめる｡これに対しては,ヴオルジングは, ｢第三帝国における徒弟訓練は,限ら

れた範囲においてしかナチス的なメルクマールを示さなかった｣163)という結論を出している｡即ち,

ナチス体制下での職業教育･訓練の転換は, ｢伝統的な枠内で行われ｣ 164)ナチス期には｢すでに

1933年以前に長い間あった工業の職業訓練の整備の実務上の諸前提｣165)に基づいて,工業徒弟制が

実際に｢機能可能な訓練体系へと形成された｣165)に過ぎないという｡あるいは,それ以前にあった
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諸原理で, ｢ナチス支配下で体系化され統一化されただけ｣とも言う｡166このことは, 2で見た工

業徒弟制の整備や, 5で述べた職業学校制度,職業訓練法案の動きから,われわれも確認しうる｡

ここでヴオルジングが述べている, ｢伝統的な枠内で｣とは,全体として職業教育･訓練に国家

が直接的に介入するのではなく,実際の運営管理は従来通り経済･経営に委ねるということを意味

する｡確かに,政府が職業訓練の実践訓練の部分に直接介入するケースがみられたが,それはあく

まで部分的,例外的であったし,必ずしも有効に機能したとは言えない｡むしろ, ｢ナチズムの徒

弟訓練への直接の影響は,本質的に補完的,共同体的一業績促進的な訓育形式に限られていた｣167)

といえよう｡このインドクトリネーションという｢限られた範囲において｣わずかにナチス的なも

のが見られたに過ぎない｡この点ではたしかにDAFのライが｢ナチス的なみがき｣をかけると述

べたとしても,結局, ｢彼等は決してナチスに典型的な職業訓練を生み出せなかった｣｡168)その意味で,

ナチズムの｢全体性要求｣は, ｢実際にはかなり相対化された｣｡169)

とはいえ,かくも短期間のうちに｢経済が何十年にもわたって逸してきたもの｣170)が構築された

ことは,ナチスという極めて権威的で強権的な政治体制の存在抜きには考えられない｡勿論,これ

にはナチスによる,労働組合,左翼諸政党の一掃という要素が本質的に係わっていた｡その上で,

ナチスは, ｢伝統的な枠内で｣経済,特に工業に対し,職業訓練の質量両面にわたる強化を｢強制｣

した｡171実は,ここにこそ本質的な｢ナチス的メルクマール｣があるといえよう｡こうした形にお

いて皮肉にも,職業教育･訓練はナチス期かつてなく世論の強い関心を集め172) ｢公的な事柄にま

で高められた｣｡173;

次に,第二の｢第三帝国においては,職業訓練における専門訓練とイデオロギー教育はどのよう

な位置を占めていたのか｡特殊専門的な訓練は,世界観上の感化のためになおざりにされたのか,

あるいはナチス主義者は現実の要請に従い,専門上の訓練の優位を認めねばならなかったのか｣と

いう問題に移ろう｡この問いに対する答えはもはや明らかであろう｡ ｢3｣及び｢4｣で論証した

如く,ナチスはクオリフイケ-ションを優先した｡彼等は, ｢技術の発展から生ずる問題を,イデ

オロギー的な決まり文句だけでは解決できなかった｣｡174)それゆえ, ｢専門に関する教授は,決して

イデオロギー的な思想内容によって過重な負担を掛けられてはならなかった｣｡175

職業教育･訓練の支配権を巡る経済省･経済界とDAFの争いの経過がこのことを明瞭に示して

いる｡ナチスは,クオリフイケ-ションとナチス的インドクトリネーションを, ｢ナチス的業績原

理｣という概念で結び付けようとした｡例えば,その一例は｢3｣で見たDAFのアメリカにおけ

る合理化とナチスドイツにおけるそれの違いの説明に見られる｡これによって,合理性が要求され

るクオリフイケ-ションと,非合理の極致たるナチスイデオロギーを結合しようとするが,その接

合の環は,なにあろうプラグマティズムであった｡即ち, ｢ナチスにとっては,職業訓練が重要な

前提,つまりそれが生産的であり,その労働成果によってナチス体制の政治目標が実現されるよう

な熟練した専門労働後継者を生み出すという前提を満たすかぎりにおいて｣関心を持ち,職業教育･

訓練の管轄権や内容･形式などの問題はどうでもよかった｡176　ここに, DAFが執掬に求めた｢訓
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練制度の政治化｣, ｢全体性要求｣が挫折した真の要因がある｡

そしてまさにここからナチスと政府及び経済の間に共通の利害が生ずる｡ DATSCHの文書に典

型的に示されるように, ｢そこでは,自らは同一化しなかったとしても,経済は外向けにはイデオ

ロギーを受け入れたが,しかし根本ではこうしたスローガンの経済的な利点と利益を考慮してい

た｣｡177)っまり経済は,ナチスの｢イデオロギー的語法｣177)という｢隠れ蓑｣を最大限利用して,

全体として,従来からの職業訓練について既得権を守り抜いた｡その意味では,ナチス期における

職業教育･訓練の整備は,経済特に｢工業経済の独力の成果であるという印象｣,あるいは｢職業

訓練はあたかもそれ自身としては,政治的結果とは係わっていなかったような印象｣を与えるかも

しれない｡178そしてここに,ナチス崩壊後も,さしたる反省もなく職業教育･訓練システムが引き

継がれえたという一因がある｡

さらに,クオリフイケ-ションの優先に関連して,その重点が手工業から工業へと移ったことが

重要な変化として銘記されねばならない｡ ｢2｣及び｢5｣の3)で見たように,職業教育･訓練

の｢近代化｣はこの時期急速に進んだ｡その直接の原因は,いうまでもなく軍需経済の要求であった｡

ワイマール期に徐々に形成されつつあった,工業徒弟制の体系化と法的な整備は労働組合なきあと

極めて短期間に成し遂げられた｡キップの言うように,この意味で1933年は｢ドイツの職業教育史

において,一つの区切りを成し,それは何よりも,工業の専門労働者養成にとって新しい展開の時

期を開いた｣179)のであった｡

最後に第三の,職業教育･訓練関係者はナチスに対しどのような態度を取ったのかという問題で

あるが,この問いへの直接の回答は言うまでもない｡彼等は積極的にナチスに協力した｡伝統的な

｢アンチリベラルと事大主義(obrigkeitshorig)｣180に浸っていた職業教育関係者にとって,ナチスへ

の移行には何ら抵抗感がなかった｡しかし,より重要なのは,この間題意識を通して,ナチス期と

戦後ドイツの連続性の問題を考えることである｡

この連続性は,制度と理論の両面にわたって確認できる｡制度面については,工業徒弟制の発展

という点からすでに明らかにされた｡但し,戟後直後西ドイツにおいて,ナチス時代の｢反手工業

的な職業教育政策の傾向｣への反発から,伝統的な手工業徒弟制の一時的復権があったこと181は,

興味ある現象である｡しかし,全体として,グライネルトのいうように, ｢未だ非統一的な訓練セ

クターに,より近代的で明確な構造を与えようという試み｣という点では,政治的時期区分を越えて,

ワイマール時代からナチス期を経て,戦後西ドイツまで-まとまりのものと考えられる｡182)

そして,理論的な面においては, ｢はじめに｣でも見たように,戦後の職業一経済教育学の理論

的指導者のほとんどが,ナチス時代にその理論的基礎を形成し,その根幹において戦後も本質的な

変化を経ずに,理論活動を行い,実践に大きな影響を及ぼしていたという事実がある｡ ｢60年代後

期に至るまで,ケルシュンシュタイナー,シュプランガーの職業イデオロギー,そしてアルンホル

トのDINTAイデオロギーに影響された教育観が経営と学校において標準的であった｣｡183)ァブラ

ハム,シュリーパー,マグデブルク,ウルプシャツトなどの｢職業教育学の長老｣や,その学派の
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中心概念は依然として｢共同体｣であった｡184)この｢共同体｣概念の問題性を鋭くついたのが70年

代初期の批判的職業一経済教育学であったことはすでに述べた｡この学派に属する職業一経済教育

学の第2世代が,旺盛な理論活動により｢ナチス特殊論｣の欺臓性を暴露し,ナチス期と戦後の理

論的連続性･親近性を証明した｡ナチス期の職業教育･訓練史研究はこうした文脈の中で行われた

のであり,それは, ｢単に過去の職業教育の姿についての報告としてではなく｣,現在の職業教育･

訓練を巡る対立の根源を明らかにする作業でもあったのである｡185
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